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ると考えますが、いかがか伺います。

児童虐待には、経済的な影響や少子化・核
家族化による育児知識の不足、世代間連鎖

など、多岐にわたる背景があり、地域社会からの
孤立や人的サポートの希薄さも重要な要因です。
よって、児童虐待はどこにでも起こり得るという
認識に立ち、不安を抱える家庭の状況をしっかり
と把握し、適切な助言や子育て支援などに結び付
けていくことが重要です。
　児童相談所はもとより、親子と関係するそれぞ
れの職務において、各職員が児童虐待のリスクを
十分に認識し、相談支援を行うことで、虐待発生
の予防につなげていきます。

■ 適正な申請と法律専門職との連携
市役所への各種申請手続きは、法令などに
基づき適正に行われることが重要ですが、

権利擁護の面からも、市民が不利益を受けること
がないよう、税理士や司法書士など各分野の国家
資格を持つ法律の専門家、いわゆる法律専門職と
市役所の連携は欠かせません。
　本市では、民泊の届け出などについて一定の取
り組みを行っていますが、適正な申請や手続きを
確保し市民の権利を擁護していくためには、法律
専門職との連携が全庁的にも必要不可欠であると
考えますが、いかがか伺います。

市役所の窓口には多くの届け出や申請のほ
か、各種相談が寄せられるため、これらに

対応する職員には研修などを行い、丁寧で分かり
やすい説明をするよう努めています。 
　一方、行政機関における手続きは、市民にとっ
てはあまりなじみのないものもあるため、専門的
な知識を持った法律専門職と連携し、相談窓口を
設けるなど、市民の利便性向上に取り組むことが
重要であると認識しており、今後とも、適切に連
携を図っていきます。

■ 窓口業務に携わる職員の意識啓発
市役所への各種申請に当たり、代理申請を
業
ぎょう

として行うことができるのは行政書士な
どの資格を有した者だけであり、無資格者が行う
場合は違法となります。窓口の職員は、こうした
点も十分に認識して業務を行う必要があるため、
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■ 家庭教育の重要性と支援の取り組み
人格の基礎は小学校入学以前の幼少期に形
成されるという視点から、家庭教育を担う

親への支援が全国的に広がっていますが、家庭
教育の重要性についての認識を伺います。
　また、本市でも家庭教育の実態調査を行うと
ともに、早期に家庭教育を支援する取り組みが
必要であると考えますが、いかがか伺います。
 

家庭教育は全ての教育の出発点であり、子
どもが基本的な生活習慣、思いやりや基本

的倫理観などを身に付けるために極めて重要で
あると認識しています。
　本市では、これまでも子育て支援の施策とと
もに、家庭教育学級や親育ち応援団といった
「親育ち」に資する事業を行ってきました。今
後、実態調査の必要性を検討するとともに、子
育ての支援と家庭教育を応援する取り組みを一
層進めていきます。

■ 児童虐待の防止と対策
児童虐待は、保護者の抱えるさまざまな要
因によって発生するため、児童相談所が対

処するだけでは防ぐことができません。
　そこで、「児童虐待ゼロ」を目指して、全庁
的に児童虐待の防止と対策に取り組む必要があ
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市政を問う！
～代表質問から～

４人の議員が、市政について
市長などに質問しました。
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過去２回の開催は、本市の持つ「都市と自
然」という特徴を生かしながら、ゲストデ

ィレクターの個性が存分に発揮され、文化関係者
や来場者などから一定の評価を得られました。そ
の一方で、市民全体への広がりや国内外への発信
にやや欠けていたと認識しています。 
　次回開催に向けては、より多くの方に関心を持
ってもらえる作品の展示やプログラムなどにより
市民への浸透を図り、さらには、本市独自の魅力
をより効果的に国内外へ発信するための方策など
についても、しっかりと検討していきます。

■ 子どもの貧困対策計画と担当課の役割
子どもの貧困対策を実効性のあるものとし
ていくためには、現制度や各施策などの情

報を必要な人にしっかり届け、利用してもらうこ
とが重要ですが、「札幌市子どもの貧困対策計
画」では、困難を抱える世帯ほど、こうした情報
を得られていない傾向にあり、必要な支援につな
がっていないとの懸念が示されています。
　そこで、同計画で特に強化される取り組みと、
新設された「子どものくらし支援担当課」が果た
すべき役割をどのように考えているのか伺いま
す。

子どもの貧困対策計画では、子どもや家庭
が抱える困難を早期に把握し、必要な支援

につなげる取り組みを特に推進するべきだと考え
ています。そのため、本年度は、関係機関と連携
体制を構築するとともに、モデル事業として、困
難を把握し必要な支援につなげるコーディネータ
ーを配置するなど、相談支援体制の充実に特に力
を入れて取り組みます。
　また、子どものくらし支援担当課は、計画を統
括し、庁内の部局間や関係機関との連携を一層強
化しながら、子どもの貧困対策を総合的に推進す
る役割を果たしていきます。

■ 就学援助における入学準備金
就学援助における入学準備金について、
2017年度分から中学校は支給時期を入学

前の３月に早めましたが、小学校は従来どおり入
学後の６月のままです。しかし、入学の際に出費
が多いのは中学校も小学校も同じです。小学校の
入学準備金についても入学前に支給するべきだと

職員の意識啓発などが必要と考えますが、その認
識について伺います。

本市の各窓口では、手続きの際の本人確認
や、本人以外の方が窓口に来た場合の委任

状の提出などを通して、個人情報保護や適正な届
け出、申請の確保に努めています。 
　窓口業務に携わる職員が、こうした適正な届け
出、申請を確保するために知識を深めていくこと
は、より適正な業務執行に資するものであるた
め、今後とも意識の啓発を図っていきます。

■ 札幌国際芸術祭について
札幌国際芸術祭2017については、市民参
加型プロジェクトを実施して市民の交流を

促進し、独自性のある芸術祭につながったこと
や、来場者数が38万人を超え、経済波及効果が
約48億9,000万円に上ったことなどから、一定
の評価をしています。
　しかし、本市の「文化芸術意識調査報告書」に
よれば、芸術祭を知っている人が45.2％であっ
たのに対し、実際に来場した人は８％にとどまっ
ていることから、次回に向け、来場者の増加と国
際展にふさわしいプログラムの展開を図るなど、
検討すべき課題が見えてきています。
　札幌国際芸術祭は、文化芸術がより一層市民に
親しまれ、心豊かな暮らしを支えるとともに、本
市の資源を生かした新たな産業やライフスタイル
を創出し、その魅力を世界へ発信することが目的
であると認識しています。次回開催に向けて、来
場者の増加を目指すとともに、本市の魅力を高め
世界に発信する、より効果的な取り組みを検討し
てほしいと考えていますが、過去２回の開催を踏
まえ、どのように取り組んでいくのか、現時点で
の認識を伺います。
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その他の質問
●　（仮称）札幌博物館の建設地
●　町内会に関する条例制定への取り組み
●　人口減少を見据えた知的人材確保戦略
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考えますが、いかがか伺います。

小中学校とも、入学時は学用品の準備など
で特に出費がかさみ、就学援助世帯にとっ

ても家計の負担が大きいものと認識しています。
本市では、中学校の入学準備金について、小学校
在籍時の就学援助情報を活用し、支給時期を早め
て入学前の支給を実施しています。このたび、小
学校の入学準備金についても、対象世帯の把握や
支給方法などに一定のめどが立ったことから、来
年から３月に支給を開始することとし、現在、準
備を進めています。

■ SNS活用による行政サービスの向上
本市は、「札幌市ソーシャルメディア活
用ガイドライン」に基づき、ＳＮＳ（注２）

で市政情報や観光などに関する情報を発信してい
ます。しかし、他都市の先進的な取り組みを見る
と、防災情報の提供やいじめ相談など、まだまだ
活用の余地があると考えられます。
　ＳＮＳ活用の推進により市役所が市民にとって
より親しみやすい存在になると考えられますが、
行政サービスの向上にＳＮＳを活用することにつ
いて、認識を伺います。

ＳＮＳは、情報発信のみならず、市民の声
を直接受け止め、きめ細やかな対応を可能

とする双方向のコミュニケーション手段であり、

その内容を蓄積、分析することで、新たな政策立
案にもつながると認識しています。
　本市でも、女性や子どもを対象とする相談事業
への活用や、ビッグデータを用いた人工知能によ
る自動応答の実証実験などに取り組み始めていま
す。ＩＣＴを積極的に活用しさまざまな市民ニー
ズへ対応していく中で、今後もＳＮＳを幅広く活
用していきます。

■ （仮称）森林環境税の活用
本市は、「札幌市森林整備計画書」で示さ
れた基本方針に基づき、森林の整備および

保全を行っていますが、林業経営の不振や担い手
不足により、特に私有の人工林について、適切な
整備が行われていない状況にあります。
　全国的にも同様の課題が浮き彫りとなっている
中、国では、林業の成長産業化と森林資源の適切
な管理を図るため、森林関連法案の改正が審議さ
れており、それを踏まえて（仮称）森林環境税
（注３）の創設が決まっています。
　この財源を、私有林の健全な管理の必要性に鑑
みて、どのように活用していくのか伺います。

本市は、私有林の面積が限られており、ま
た、林業従事者も少ないという状況にあり

ます。こうした状況を踏まえ、私有林の適切な管
理に向けて、担い手の確保や森林ボランティアの
活動拡大など、森林環境税の効果的な活用につい
て検討していきます。

■ 林業・木材産業の振興
本市は林業従事者が少なく、私有林の面積
も狭いことから、単独では、林産業におけ

る生産から消費までの一貫した振興の仕組みの構
築は非常に難しいと思われますが、木材の一大消
費地として、今後の林業・木材産業の振興をどの
ように考えているのか伺います。

本市では、「札幌市公共建築物等における木
材の利用の促進に関する方針」を定め、市有

施設における地域材の利用や、木質ペレットなどの
エネルギー利用に取り組んできました。今後とも、
木材の一大消費地としての役割の重要性を認識しな
がら、林業施策を推進する国や道などと連携を深
め、市有施設でのさらなる木材利用の促進を図るな

その他の質問
●　若年層の就労支援
●　都心のまちづくりの骨格構造
●　除雪費の抑制に向けた取り組み

（注３）（仮称）森林環境税
温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止などを図るため、森林整備な
どに必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成31年度税制改正に
おいて創設されることとなった国税。

（注２）ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）
人と人との社会的なつながりを維持・促進するさまざまな機能を提供する、
会員制のオンラインサービスのこと。
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ど、林業・木材産業の振興に努めます。

■ 北海道新幹線の札幌延伸効果
北海道が試算した、新幹線の札幌延伸によ
る経済波及効果はあまりに過大な見通しで

あり、ＪＲ北海道の経営への影響を踏まえると、
延伸には全道民的な議論と計画の再検討が必要と
考えますが、いかがか伺います。

北海道の試算は、既存新幹線の事後調査結
果なども用いた、一般的な手法で予測した

妥当なものと認識しています。北海道新幹線は、
札幌延伸により初めてその効果が最大限発揮され
るため、引き続き、北海道や沿線自治体と連携
し、早期開業に向けて取り組みます。

■ トンネル掘削に伴う残土処理
新幹線のトンネル掘削工事の際、基準値を
超える有害物質を含む残土（要対策土）の

排出が想定されますが、市民の懸念や不安にどの
ように対応するのか伺います。また、残土の搬出
先が決まっていない中で工事を開始するのは極め
て問題ですが、いかがか伺います。

要対策土などの取り扱いについては、鉄道
建設・運輸施設整備支援機構に関連法の順

守と各種管理の徹底を求めるとともに、説明会な
どで丁寧な情報提供も行います。早期開業に向
け、引き続き、搬出先の早期決定に努めます。

■ 学校統廃合に係る議論の在り方
学校は、現在、生涯学習や健康づくりなど
の場として地域ぐるみで活用されており、

また、災害時には避難所になるなど、地域におけ
る役割はますます重要になっています。こうした
学校が地域で果たしている役割について、どのよ
うに認識しているのか伺います。
　また、本市は、小学校は12学級以上、中学校
は６学級以上を適正な学校規模とし、その基準に
満たない学校の統廃合を進めてきましたが、この
度見直された「札幌市立小中学校の学校規模の適
正化に関する基本方針」では、統廃合に係る議論
の迅速化が強調されています。しかし、学校は地
域コミュニティーの重要な核であるため、住民の
意見が分かれ議論が長期化するのは当然であり、
徹底した議論と納得のいく合意の下で結論を得な
ければ、地域コミュニティーそのものを壊してし
まう可能性すらあります。
　これは、市民議論を置き去りにし、結論ありき
で統廃合を進める極めて乱暴な方針だと考えます
が、いかがか伺います。

学校は地域でさまざまな役割を担っていま
すが、まずは子どもたちが主体的な学びを

通し、社会で生きる力を育む場です。 子どもた
ちがたくましく豊かに育つためには、クラス替え
ができる規模の集団で互いに高め合い、さまざま
な人と関わりながら、社会性や協調性、思いやり
の心などを育むことが重要です。 
　子どもたちの教育環境をより良いものにするべ
く、これまで学校規模の適正化に取り組んできた
ところであり、今後も新たな基本方針に基づき丁
寧に取り組みを進めていきます。

その他の質問
●　ウインタースポーツ振興
●　Ｓ

エスディージーズ
ＤＧｓとエシカル消費の取り組み

●　多様なニーズに対応した子育て支援施策

その他の質問
●　生活保護基準の引き下げの影響
●　丘珠空港の利活用に関する報告書
●　介護保険の総合事業
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